
3

（単位）
実績値 目標値

3

２６年度 ２７年度 ２８

2

年度 ２９年度 ３１年度

生

指標

指標
　平成29年

活

3月保護率（単位‰は

保

千分率）
他市との 　　

護

刈谷市：4.55‰
比

第

較検証 　　碧南市：5

２

.10‰　　　　知立

係

市：6.75‰
　　安城市：4.28‰　　　　高浜市：4.00‰

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,329,850 1,269,123 1,233,294 1,535,232 合計 1,233,293,536 円
扶助費 1,233,293,536 円

財
　
源

特定財源 1,017,999 976,238 948,059 1,174,443

一般財源 311,851 292,885 285,235 360,789

職員人件費　② 55,260 52,491 51,580 50,303

総事業費（①＋②） 1,385,110 1,321,614 1,284,874 1,585,535

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 生活保護費国庫負担金（国）
生活保護費県負担金（県）

３０年度以降の事業費見込 0 各種返還金（諸収入）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

平

施策 社会保障
施策体系

成

施策の内容 低所得者の

２

自立支援

目
　
　
　
的

　

８

生活に困窮する人に、

年

その困窮の程度に応

主

度

た
る
内
容

　生活扶助費

評

、教育扶助費、住宅扶

価

助費、医
じ必要な保護

）

を行い、健康で文化的

刈

な最低限 療扶助費、出

谷

産扶助費、生業扶助費

市

、葬祭扶
度の生活を保

事

障するとともに、その

務

自立を助 助費、保護施

事

設事務費及び介護扶助

業

費を支給
長する。 する

評

。また、就労活動支援

価

や他の法律、制度
の活

シ

用促進等の世帯に応じ

ー

た支援指導を行い､
世

ト

帯の自立助長を促す。

（

位
置
づ
け

関連計画  

根

様

拠法令 生活保護法

対象

式

者 生活保護受給者 事業

１

期間 ～

実施方法 ■直営

）

　□委託　□指定管理

会

　□補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２６年度実績 ２

一

７年度実績 ２８年度実

般

績 ２９年度計画

・保護

会

世帯数　605世帯 ・

計

保護世帯数　557世

生

帯 ・保護世帯数　53

活

8世帯 ・保護世帯数　

保

544世帯
・保護人員

護

　　　822人 ・保護

措

人員　　　732人 ・

置

保護人員　　　682

事

人 ・保護人員　　　7

業

13人

　生活保護受給

担

者に対し、窓口相談や

当

家庭訪問等を行って世

課

帯の状況を把握し、適

生

正に各種扶助費を支給

活

した。また、ハ

成果
ロ

福

ーワークとの連携を図

祉

り、対象者と相談を重

課

ねながら、就労支援を

款

積極的に行い、受給世

項

帯の自立支援に努めた

目

。

　生活保護受給世帯

担

うち、高齢者世帯（６

当

５歳以上のみの世帯）

係

が４割を超えており、

生

今後も受給者の高齢化

活

が予想され

ることから

保

、より一層高齢者に関

護

する制度の把握に努め

第

、年金等の関係制度の

１

活用を図っていく必要

係

がある。
課題

指標名称



3 2 生活保護第２係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

平

理由

　生活保護制度は

成

国からの法定受託事務

２

であり、かつ、生
・法

９

的業務
高い

活困窮者に

年

対して、最低限度の生

度

活を保障するとともに

（

、
必要性 ・市民ニーズ

平

、社会需要 その自立を

成

助長することを目的と

２

した制度であるため、

８

必
・市民生活上必要で

年

ある　など 要性の高い

度

事業である。

　生活保

評

護制度の運営は、国か

価

ら示される通知等に基

）

づい
・コストの節減、

刈

費用対効果
高い

て実施

谷

されるものであり、適

市

正に行なうための執行

事

体制等
効率性 ・執行体

務

制の効率性 を整えてい

事

るため、効率性が高い

業

。
・手段の最適性　な

評

ど

　生活保護制度は国

価

からの法定受託事務で

シ

あり、かつ、生
・市が

ー

主体となって実施する

ト

高い
活困窮者に対する

（

最後のセーフティネッ

様

トであるため、市
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

が主体となって実施す

）

ることは妥当性が高い

会

。
・総合計画との整合

計

性　など

　生活困窮者

名

の生活安定を図り、就

担

労等の自立支援を行っ

当

施策への ・施策への貢

部

献度
高い

ていることか

福

ら、施策への貢献度が

祉

高い。
・目標達成度

貢

健

献度 ・市民サービスへ

康

の効果　など

今後の方

部

向性 □拡充　□現状維

一

持　■改善・効率化　

般

□縮小　□終期設定　

会

□休止・廃止

　生活保

計

護制度では、自立支援

生

への更なる取り組みが

活

求められており、就労

保

支援による早期及び短

護

期集中的な支援に
取り

措

組み、保護廃止後も本

置

人が安定して生活が送

事

れるように支援する。

業

また、近年、生活保護

担

基準の見直しが頻繁に

当

行われており、今後も

課

予想されることから、

生

国等の動向に注視する

活

。

福祉課

Ｃ
 
　
Ｈ

款

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

項

　
∧
　
評
　
価
　
∨

目 担当係 生活保護第１係

3



1

式典（戦後70年）」を実施
　各市の規模は100人～1200人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 635 634 634 656 合計 634,394 円
需用費 47,574 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 51,300 円
委託料 506,520 円

一般財源 635 634 634 656 使用料及び賃借料 29,000 円

職員人件費　② 1,830 2,115 1,719 1,745

総事業費（①＋②） 2,465 2,749 2,353 2,401

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

９

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 地域福祉
施策体

平

系
施策の内容 地域福祉

成

活動の推進

目
　
　
　
的

２

　戦没者追悼式を開催

８

し、戦没者に対する追

年

主
た
る
内
容

　毎年1回

度

、戦没者遺族を招いて

評

、戦没者追悼
悼及び恒

価

久平和の確立を図る。

）

式を開催し、千余柱の

刈

戦没者に追悼の意を表

谷

すとともに、恒久平和

市

を祈念する。

位
置
づ
け

事

関連計画  

根拠法令  

務

対象者 戦没者遺族 事業

事

期間 ～

実施方法 ■直営

業

　□委託　□指定管理

評

　□補助・助成　□そ

価

の他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２６年度実績 ２

計

７年度実績 ２８年度実

名

績 ２９年度計画

戦没者

担

追悼式 戦没者追悼式 戦

当

没者追悼式 戦没者追悼

部

式
　10/28開催 

福

(産振センター）　1

祉

0/27開催(産振セ

健

ンター） 　10/25

康

開催（産振センター）

部

　10/24開催予定

一

　参列者数　118人

般

　参列者数　129人

会

　参列者数　166人

計

 　　　　　（産振セ

戦

ンター）
　遺族会員　

没

649人 　遺族会員　

者

646人 　遺族会員　

追

563人 　参列者数　

悼

166人
　遺族会員　

式

563人

　追悼式の実

事

施により、戦没者に対

業

する追悼及び恒久平和

担

を祈念することができ

当

た。

成果

　遺族参列者

課

の減少がみられ、遺族

生

連合会等関係者と相談

活

しながら今後の開催時

福

期や方法を検討してい

祉

く必要がある。

課題

指

課

標名称（単位）
実績値

款

目標値

２６年度 ２７年

項

度 ２８年度 ２９年度 ３

目

１年度

活動 追悼式遺族

担

参列者数（人） 118

当

129 166 166 1

係

66
指標

 
指標

　西尾

生

市、高浜市･･･「戦

活

没者追悼式」
他市との

支

  知立市、碧南市･

援

･･「平和祈念式」
比

係

較検証 　安城市　　･

3

･･ 例年実施なし（

1

27年度は「平和記念



支

市との 実施されること

援

から、他市と水準比較

係

を行うべき項目もない

3

ため、他市との比較検

1

証は行っていない。
比

1

較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,895 3,647 3,936 12,415 合計 3,935,836 円
報償費 65,520 円

財
　
源

特定財源 2,126 2,527 3,066 9,668 旅費 3,400 円
扶助費 3,866,916 円

一般財源 769 1,120 870 2,747

職員人件費　② 915 940 938 835

総事業費（①＋②） 3,810 4,587 4,874 13,250

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 生活保護費等負担金
中国残留邦人等地域生活支援

３０年度以降の事業費見込 0 事業費等補助金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

９

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 社会

平

保障
施策体系

施策の内

成

容 低所得者の自立支援

２

目
　
　
　
的

　中国残留

８

邦人等の置かれている

年

特別な事情

主
た
る
内
容

度

　生活支援給付、住宅

評

支援給付、医療支援給

価

に鑑み、特定中国残留

）

邦人等及びその配偶者

刈

付、介護支援給付、そ

谷

の他支援給付等を支給

市

が、日本で社会生活を

事

円滑に営むことができ

務

する。また、日本語教

事

室等への参加のための

業

るよう生活を保障する

評

。 交通費を支給する。

価

　
※根拠法令
　中国残

シ

留邦人等の円滑な帰国

ー

の促進並びに
永住帰国

ト

した中国残留邦人等及

（

び特定配偶者
の自立の

様

支援に関する法律

位
置

式

づ
け

関連計画  

根拠法

１

令 主たる内容欄※参照

）

対象者 中国残留邦人等

会

事業期間 平成２０年度

計

～

実施方法 ■直営　□

名

委託　□指定管理　□

担

補助・助成　□その他

当部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２６年度実績 ２７年

計

度実績 ２８年度実績 ２

中

９年度計画

2世帯　4

国

人 2世帯　4人 2世帯

残

　4人 2世帯　4人
生

留

活支援給付参加回数　

邦

425回生活支援給付

人

参加回数　476回生

等

活支援給付参加回数　

支

576回

　支援相談員

援

と協力して、定期的な

給

家庭訪問や必要に応じ

付

た相談を行い、支援対

事

象世帯の現状を把握し

業

、生活、住宅、医

成果

担

療などに係る各種の支

当

援給付を行った。

　要

課

支援世帯の高齢化が進

生

んでいることから、医

活

療費等の増額を抑制で

福

きるように支援を行っ

祉

ていく必要がある。

課

課

題

指標名称（単位）
実

款

績値 目標値

２６年度 ２

項

７年度 ２８年度 ２９年

目

度 ３１年度

 
指標

 
指

担

標
　本事業は、特定中

当

国残留邦人等及びその

係

配偶者が対象であり、

生

国で定められた基準に

活

より均一的に事業が
他



係

、対象者と相談を重ね

3

ながら、就労支援を行

1

い、生活困窮世帯の自

1

立支

成果
援に努めた。また、貧困の世代間連鎖対策として、刈谷市生活困窮世帯学習支援事業を実施した。

生活困窮者自立事業に従事する者は、多様で複合的な課題を抱える生活困窮者への包括的な支援が適切に行えるよう、十

分な専門性を有することが重要であるため、相談員の資質の向上が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

活動 新規相談件数（件） 366 343 360 360
指標

指標
近隣市の任意事業の実施状況（平成28年度）

他市との 　就労準備支援事業：安城市、知立市、高浜市　　一時生活支援事業：碧南市、安城市
比較検証 　家計相談支援事業：安城市、高浜市　　　　　　学習支援事業：碧南市、安城市、知立市、高浜市

　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 5,915 8,758 15,834 合計 8,757,769 円
賃金 7,751,078 円

財
　
源

特定財源 0 4,436 5,977 10,895 報償費 194,880 円
旅費 200,040 円

一般財源 0 1,479 2,781 4,939 需用費 123,271 円

Ｄ

役務費 10,000 

　

円

職員人件費　② 0 9

　

,088 9,066 9

　

,863 委託料 13,

Ｏ

500 円
扶助費 46

　

5,000 円

総事業

　

費（①＋②） 0 15,

∧

003 17,824 2

　

5,697

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

実

） 0 ２８年度特定財源

　

名称

２８年度までの累

　

積事業費 0 生活困窮者

施

自立相談支援事業
費等

　

負担金

３０年度以降の

　

事業費見込 0 生活困窮

∨

者就労準備支援事業
費等補助金

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

９

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 社会保障

平

施策体系
施策の内容 低

成

所得者の自立支援

目
　

２

　
　
的

　生活困窮者に

８

対し、自立相談支援事

年

業の実

主
た
る
内
容

○自

度

立相談支援事業：就労

評

の支援やその他必
施や

価

住居確保給付金の支給

）

等の支援を行うこ 　要

刈

な情報の提供及び助言

谷

とにより、生活保護に

市

至る前の段階の自立支

事

○住居確保給付金：離

務

職により住宅を失った

事

援策の強化を図る。 　

業

人に対する給付金
○就

評

労準備支援事業：就労

価

に必要な知識及び
　能

シ

力の向上に必要な訓練

ー

の実施
○一時生活支援

ト

事業：一定の住居を持

（

たない
　人に対する支

様

援
○家計相談支援事業

式

：家計再建の支援
○学

１

習支援事業：貧困の世

）

代間連鎖抑止に向
　け

会

た、学ぶ機会の提供

位

計

置
づ
け

関連計画

根拠法

名

令 生活困窮者自立支援

担

法

対象者 生活困窮者等

当

事業期間 平成２７年度

部

～

実施方法 ■直営　□

福

委託　□指定管理　□

祉

補助・助成　□その他

健康部

一般会計
生活

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

困

績

２６年度実績 ２７年

窮

度実績 ２８年度実績 ２

者

９年度計画

　 ・自立相

自

談支援事業 ・自立相談

立

支援事業 生活困窮者の

支

相談を自立相談
　 　　

援

新規相談件数　366

事

世帯 　　新規相談件数

業

　343世帯 支援事業

担

により受け付け、住
　

当

・住居確保給付金　　

課

2世帯 ・住居確保給付

生

金　  3世帯 居確保

活

給付金の支給等を相談

福

　 ・一時生活支援事業

祉

　　0件 ・就労準備支

課

援事業　　1人 者の実

款

情に合わせて行い、相

項

　　　―――――――

目

・一時生活支援事業　

担

　0件 談者の自立を支

当

援する。
・家計相談支

係

援事業　1世帯
・学習

生

支援事業
　　集合型学

活

習教室 　29回

生活

支

困窮者に対し、ハロー

援

ワークとの連携を図り



護

管理が一元化されたこ

第

とで業務効率が向上し

1

たとともに、より実効

係

的な支援体制が確保

さ

3

れた。

　平成29年7

3

月の番号制度開始に適

1

切に対応するため、保

生

有データの適正化を図

活

る必要がある。また、

保

新規システムの運

用を

護

定着させ、一層の業務

第

効率化を図る。
課題

指

2

標名称（単位）
実績値

係

目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

指標

指標
　刈谷市と他市の生活保護システムは、システムの規模、導入時期、システム業者及びシステムの機能等に

他市との 相違があり、同一の水準による比較検証ができないことから、他市との比較検証は実施していない。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,556 0 合計 6,556,356 円
委託料 6,264,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 988 0 使用料及び賃借料 292,356 円

一般財源 0 0 5,568 0

職員人件費　② 0 0 4,298 0

総事業費（①＋②） 0 0 10,854 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 社会保障・税番号制度システ
ム整備費補助金（国）

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

平

安全

基本施策 社会保障

成

施策体系
施策の内容 低

２

所得者の自立支援

目
　

８

　
　
的

　生活保護シス

年

テムの機器等サポート

度

が終了

主
た
る
内
容

　公

評

募型企画提案方式によ

価

る業務委託を実施
する

）

ため、生活保護システ

刈

ムの機器等を更新 し、

谷

システムの更新を実施

市

する。委託後は、
し、

事

より効率的かつ適正な

務

業務の実施及び経 更新

事

の適切性を担保するた

業

め、システムに関
費削

評

減等を図る。また、現

価

行システムが番号 する

シ

機能等を委託者と定期

ー

的に協議する。ま
制度

ト

に伴う業務に対応して

（

いないため、番号 た、

様

システム業者の変更を

式

伴う場合には、保
制度

１

に対応可能なシステム

）

に更新する。 管データ

会

を移行するために業務

計

データの抽出
を実施す

名

る。

位
置
づ
け

関連計画

担

根拠法令 生活保護法

対

当

象者 事業期間 平成２８

部

年度 ～ 平成２８年度

実

福

施方法 □直営　■委託

祉

　□指定管理　□補助

健

・助成　□その他

康部

一般会計
生活保

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

護

６年度実績 ２７年度実

シ

績 ２８年度実績 ２９年

ス

度計画

　 　 生活保護シ

テ

ステム更新事業 　平成

ム

29年度生活保護シス

更

テ
　 　 13節　システ

新

ム開発委託 ム改修事業

事

により、番号制度
　 　

業

　6,264,000

担

円 に関する改修及び介

当

護保険法
　 　 14節　

課

情報システム借上料 改

生

正に伴うシステム改修

活

を実
　　　―――――

福

―― 　　　―――――

祉

―― 　292,356

課

円 施する。
13節　シ

款

ステム開発委託料
　1

項

,633,000円

　

目

生活保護システム更新

担

事業により新規システ

当

ムに更新され、番号制

係

度対応が可能となった

生

。新規システムにより

活

、生活

成果
保護受給者

保

に関する各種データの



1

（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

 
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 90 220 310 8,000 合計 310,000 円
扶助費 310,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 5,625

一般財源 90 220 310 2,375

職員人件費　② 493 548 469 455

総事業費（①＋②） 583 768 779 8,455

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 災害弔慰金負担金

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

９

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 防災
施策体系

施

平

策の内容 災害に強いま

成

ちづくり

目
　
　
　
的

　

２

災害により被害を受け

８

た市民を援護する。

主

年

た
る
内
容

　災害により

度

被害を受けた市民へ災

評

害弔慰金
及び災害見舞

価

金の支給を行う。

位
置

）

づ
け

関連計画  

根拠法

刈

令 災害弔慰金の支給等

谷

に関する法律、刈谷市

市

災害弔慰金の支給等に

事

関する条例

対象者 市民

務

事業期間 昭和４９年度

事

～

実施方法 ■直営　□

業

委託　□指定管理　□

評

補助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２６年度実績 ２７年

計

度実績 ２８年度実績 ２

名

９年度計画

災害見舞金

担

　　90,000円 災

当

害見舞金　　220,

部

000円 災害見舞金　

福

　310,000円 予

祉

算額
内訳 内訳 内訳 災害

健

見舞金
　5人以上世帯

康

 1件 　2～4人世帯

部

　2～4人世帯 　　3

一

,000,000円
　

般

　火災全焼　60,0

会

00円 　　火災全焼 

計

2件 90,000円

災

　　火災全焼 3件 

害

135,000円 災害

援

弔慰金
　1人世帯　　

護

 1件 　　火災半焼 

助

1件 25,000円

成

　　火災半焼 1件 

事

25,000円　　　

業

5,000,000円

担

　　火災全焼　30,

当

000円 　　死亡　　

課

 1名 90,000

生

円 　1人世帯
　　 　1

活

人世帯 　　火災全焼 

福

3件 45,000円

祉

　
　　火災半焼 1名

課

 15,000円 　　

款

火災半焼 1名 15

項

,000円
　　死亡　

目

　 1名 90,00

担

0円

　火災発生による

当

被災者に対し、見舞金

係

を支給し、被災後の支

生

援を行うことができた

活

。

成果

　大規模な災害

支

が発生した場合に、弔

援

慰金や見舞金を迅速に

係

支給するための体制を

3

どう確保するかが課題

4

である。

課題

指標名称



　地域社会のつながりの希薄化や、活動の負担感などから、保護司のなり手確保や更女会員の新規発掘が困難な状況にあ

る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

 
指標

 
指標

      　  人口       現員数  　               人口　　 　現員数
他市との 刈谷市　 150,135人　　38人　　　　　安城市   187,192人 　 49人
比較検証 碧南市    72,068人 　 24人 　　　　 知立市　  71,383人 　 23人

高浜市    47,661人 　 14人

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,223 3,788 2,123 2,788 合計 2,122,746 円
旅費 1,700 円

財
　
源

特定財源 501 464 410 561 需用費 787,255 円
役務費 26,499 円

一般財源 1,722 3,324 1,713 2,227 委託料 42,427 円
使用料及び賃借料 9,165 円

職員人件費　② 3,801 3,369 3,829 4,325 負担金、

Ｄ

補助及び
交付金 1,2

　

55,700 円

総事

　

業費（①＋②） 6,0

　

24 7,157 5,9

Ｏ

52 7,113

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ２８年度特定

∧

財源名称

２８年度まで

　

の累積事業費 0 光熱水

　

費実費徴収金

３０年度

実

以降の事業費見込 0

　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

９

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

（

施策 防犯・交通安全
施

平

策体系
施策の内容 地域

成

の安全性の強化

目
　
　

２

　
的

　更生保護活動の

８

増進により、犯罪や非

年

行の

主
た
る
内
容

　保護

度

司会及び更生保護女性

評

会の行う更生保
ない明

価

るい社会の実現を図る

）

。 護活動並びに研修活

刈

動等に対し、補助金を

谷

交
付する。
　保護司会

市

、更生保護女性会及び

事

協力雇用主
会の事務局

務

として、各会の活動を

事

支援する。

位
置
づ
け

関

業

連計画  

根拠法令 保護

評

司法

対象者 更生保護関

価

係団体 事業期間 ～

実施

シ

方法 ■直営　□委託　

ー

□指定管理　■補助・

ト

助成　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ

担

　
事
　
業
　
実
　
績

２６

当

年度実績 ２７年度実績

部

２８年度実績 ２９年度

福

計画

保護司会 保護司会

祉

保護司会 保護司会
　総

健

会、理事・役員会 　総

康

会、理事・役員会 　総

部

会、理事・役員会 　総

一

会、理事・役員会
　研

般

修会（定例4、視察3

会

） 　研修会（定例4、

計

視察3） 　研修会（定

保

例4、視察3） 　研修

護

会（定例4、視察3）

司

　社明運動啓発活動　

活

　社明運動啓発活動　

動

　社明運動啓発活動　

事

　社明運動啓発活動　

業

更生保護女性会 更生保

担

護女性会 更生保護女性

当

会 更生保護女性会
　総

課

会、理事会 　総会、理

生

事会 　総会、理事会 　

活

総会、理事会
　研修会

福

（視察5） 　研修会（

祉

視察3） 　研修会（視

課

察2）   30周年記

款

念事業
　ひよこ集会啓

項

発活動 　ひよこ集会啓

目

発活動 　ひよこ集会啓

担

発活動 　研修会（視察

当

2）
　社明運動啓発活

係

動 　社明運動啓発活動

生

　社明運動啓発活動 　

活

ひよこ集会啓発活動
　

支

社明運動啓発活動
　保

援

護司会や更生保護女性

係

会に対し、活動費及び

3

啓発物品購入費の補助

1

を行い、更生保護活動

1

の支援を行った。

成果



1

27
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,025 1,025 1,025 1,100 合計 1,025,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,025,000 円

一般財源 1,025 1,025 1,025 1,100

職員人件費　② 422 1,254 977 910

総事業費（①＋②） 1,447 2,279 2,002 2,010

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

９

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 参加・協働
施策

平

体系
施策の内容 市民活

成

動の推進

目
　
　
　
的

　

２

福祉関係団体の活動に

８

対する補助により、

主

年

た
る
内
容

　福祉関係団

度

体の活動に対して補助

評

金を交付
社会福祉の向

価

上を図る。 する。

位
置

）

づ
け

関連計画  

根拠法

刈

令  

対象者 福祉関係団

谷

体 事業期間 ～

実施方法

市

■直営　□委託　□指

事

定管理　□補助・助成

務

　□その他

事業評価シート （

Ｂ
　
事

様

　
業
　
実
　
績

２６年度

式

実績 ２７年度実績 ２８

１

年度実績 ２９年度計画

）

愛血友の会　　500

会

,000円 愛血友の会

計

　　500,000円

名

愛血友の会　　500

担

,000円 愛血友の会

当

　　500,000円

部

　献血　延べ35回　

福

1,580人 　献血　

祉

延べ32回 1,62

健

1人 　献血　延べ31

康

回 1,510人 郷友

部

会　　　　75,00

一

0円
旧軍人恩給会　7

般

5,000円 旧軍人恩

会

給会　75,000円

計

旧軍人恩給会　75,

福

000円 旧軍人恩給会

祉

　75,000円
遺族

団

連合会　　450,0

体

00円 遺族連合会　　

補

450,000円 遺族

助

連合会　　450,0

事

00円 遺族連合会　　

業

450,000円
　会

担

員649人   会員6

当

46人   会員563

課

人

　愛血友の会の活動

生

への補助により、企業

活

へ献血活動の参加を促

福

し、協力を得ることが

祉

できた。

成果
　各団体

課

への補助により、戦没

款

者慰霊行事を行うこと

項

ができた。

　会員の高

目

齢化と、それに伴う会

担

員数の減少により、補

当

助金の目的に沿った事

係

業の展開が難しくなっ

生

ている団体がある。

課

活

題

指標名称（単位）
実

支

績値 目標値

２６年度 ２

援

７年度 ２８年度 ２９年

係

度 ３１年度

活動 愛血友

3

の会　協力企業数（企

1

業） 25 26 25 26
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